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 津市体育指導委員に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

  平成２３年１０月７日                       

                      津市長 前 葉 泰 幸   

津市規則第４１号                            

   津市体育指導委員に関する規則の一部を改正する規則 

 津市体育指導委員に関する規則（平成２０年津市規則第２１号）の一部を次

のように改正する。 

題名を次のように改める。 

  津市スポーツ推進委員に関する規則 

第１条中「スポーツ振興法（昭和３６年法律第１４１号）第１９条第２項」

を「スポーツ基本法（平成２３年法律第７８号）第３２条第２項」に、「体育

指導委員」を「スポーツ推進委員」に改める。 

第２条中「体育指導委員」を「スポーツ推進委員」に、「住民のスポーツの

振興に関し」を「本市におけるスポーツの推進のため」に改め、同条第６号中

「住民のスポーツの振興」を「本市におけるスポーツの推進」に改め、同号を

同条第７号とし、同条第１号から第５号までを１号ずつ繰り下げ、同条に第１

号として次の１号を加える。 

スポーツの推進のための事業の実施に係る連絡調整に関すること。 

第３条から第５条までの規定中「体育指導委員」を「スポーツ推進委員」に

改める。 

  附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の津市体育指導委員に関す

る規則の規定により委嘱されている体育指導委員は、その任期が終了するま

での間は、改正後の津市スポーツ推進委員に関する規則の規定により委嘱さ

れているスポーツ推進委員とみなす。 



津市告示第２２１号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１９条第２項の規定により、平

成２３年９月２６日に市議会の議決を経た予算の要領を次のとおり公表する。 

  平成２３年１０月５日 

津市長 前 葉 泰 幸 

平成２３年９月２６日に議決を経た予算 

平成２３年度津市一般会計補正予算（第３号） 

 平成２３年度津市下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

 平成２３年度津市一般会計補正予算（第４号） 

平成２３年度津市簡易水道事業特別会計補正予算（第１号） 



平成２３年度津市一般会計補正予算（第３号） 

 平成２３年度津市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，２７７，０３８千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０４，２１５，９６７千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用す

ることができる経費は、「第２表繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加、変更は、「第３表債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の追加、変更は、「第４表地方債補正」による。 

                      津市長 前 葉 泰 幸   



歳  入 (単位：千円)

款 項

10 地 方 特 例 交 付 金 550,000 △99,423 450,577 

 1 地 方 特 例 交 付 金 550,000 △99,423 450,577 

11 地 方 交 付 税 16,800,000 2,413,740 19,213,740 

 1 地 方 交 付 税 16,800,000 2,413,740 19,213,740 

13 分 担金及び負担金 2,008,615 1,400 2,010,015 

 1 分 担 金 39,931 1,400 41,331 

15 国 庫 支 出 金 12,681,591 6,200 12,687,791 

 2 国 庫 補 助 金 2,019,195 6,200 2,025,395 

16 県 支 出 金 5,515,023 320,662 5,835,685 

 2 県 補 助 金 2,095,325 320,462 2,415,787 

 3 委 託 金 540,649 200 540,849 

19 繰 入 金 6,913,799 △2,494,095 4,419,704 

 2 基 金 繰 入 金 6,913,499 △2,494,095 4,419,404 

20 繰 越 金 100,000 3,584,754 3,684,754 

 1 繰 越 金 100,000 3,584,754 3,684,754 

21 諸 収 入 1,085,132 5,700 1,090,832 

 5 雑 入 758,009 5,700 763,709 

22 市 債 9,431,000 △461,900 8,969,100 

 1 市 債 9,431,000 △461,900 8,969,100 

100,938,929 3,277,038 104,215,967 

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計



歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 議 会 費 732,966 △2,417 730,549 

 1 議 会 費 732,966 △2,417 730,549 

 2 総 務 費 12,123,748 2,520,941 14,644,689 

 1 総 務 管 理 費 9,707,427 2,520,941 12,228,368 

 3 民 生 費 32,889,304 409,273 33,298,577 

 1 社 会 福 祉 費 14,076,183 75,655 14,151,838 

 2 児 童 福 祉 費 14,414,199 333,618 14,747,817 

 4 衛 生 費 8,959,631 81,267 9,040,898 

 2 斎 場 費 115,994 22,067 138,061 

 4 清 掃 費 4,934,949 59,200 4,994,149 

 6 農 林 水 産 業 費 2,617,593 7,000 2,624,593 

 1 農 業 費 2,322,853 7,000 2,329,853 

 7 商 工 費 1,782,091 5,000 1,787,091 

 1 商 工 費 1,782,091 5,000 1,787,091 

 8 土 木 費 13,753,930 243,300 13,997,230 

 2 道 路 橋 り ょ う 費 4,997,119 103,300 5,100,419 

 3 河 川 費 481,440 140,000 621,440 

10 教 育 費 11,627,543 12,674 11,640,217 

 1 教 育 総 務 費 3,054,775  3,054,775 

 2 小 学 校 費 2,894,231 10,000 2,904,231 

 3 中 学 校 費 1,836,385 500 1,836,885 

 5 社 会 教 育 費 1,600,800 2,174 1,602,974 

100,938,929 3,277,038 104,215,967 

補正前の額 補 正 額 計

歳 出 合 計



追　加

変　更

限　度　額

14,887

43,974

141,120

（単位：千円）

排水機場建設事業

平成２４年度から
平成２５年度まで

（単位：千円）

（単位：千円）

期　　　　間事　　　　　　　　　　　　項

8　土木費 3　河川費 84,000

2　児童福祉費

款 項 金　　　額

331,161

事　　　業　　　名

民間社会福祉施設整備事業

議会映像配信業務委託

新斎場整備に係るＰＦＩアドバイザリー業務委託

平成２４年度から
平成２７年度まで

平成２４年度から
平成２６年度まで

総合スポーツ施設設計業務委託

浜田長岡線道路改良事業用地取得及
び補償

平成２４年度から
平成２５年度まで

80,681
平成２４年度から
平成２５年度まで

83,001

第２表　繰 越 明 許 費

第３表　債務負担行為補正

事　　　　　　項
変　　　更　　　前 変　　　更　　　後

期　間 限度額 期　間 限度額

3  民生費



追　加

変　更

総合スポーツ施設整備
事業

（単位：千円、％）

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法

第４表　地 方 債 補 正

545,900
証書借入
又　  は
証券発行

       年4.0以内
（ただし、利率見直し方
式で借り入れる資金につ
いて、利率の見直しを
行った後においては当該
見直し後の利率）

　30か年以内(据置期間を
含む。)償還とし、政府資
金についてはその融資条
件により、銀行その他の
場合は、その債権者と協
定する。ただし、市財政
の都合により繰り上げ償
還することができる。

起　債　の　目　的
補　　正　　前 補　　正　　後

限　　度　　額 限　　度　　額

（単位：千円）

臨時財政対策 6,200,000 5,100,100

道路整備事業 1,167,600 1,259,700



平成２３年度津市下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

 平成２３年度津市の下水道事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定める

ところによる。 

（継続費の補正） 

第１条 継続費の変更は、「第１表継続費補正」による。 

                      津市長 前 葉 泰 幸   



変　更

100,000

第１表  継 続 費 補 正

100,000

平成24年度 238,000 平成24年度 164,000520,000

平成23年度

総　額年 割 額

平成25年度 256,000

2  事業費
1 公共下水
　道事業費

半田川田ポ
ンプ場（下
部土木）築
造工事

338,000

平成23年度

(単位：千円）

年　度 年 割 額
款 項 事  業  名

補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

総　額 年　度



平成２３年度津市一般会計補正予算（第４号） 

 平成２３年度津市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３１５，４８３千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０４，５３１，４５０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の追加は、「第２表地方債補正」による。 

                      津市長 前 葉 泰 幸   



歳  入 (単位：千円)

款 項

13 分担金及び負担金 2,010,015 6,281 2,016,296 

 1 分 担 金 41,331 6,281 47,612 

15 国 庫 支 出 金 12,687,791 99,742 12,787,533 

 1 国 庫 負 担 金 10,627,742 82,395 10,710,137 

 2 国 庫 補 助 金 2,025,395 17,347 2,042,742 

19 繰 入 金 4,419,704 134,560 4,554,264 

 2 基 金 繰 入 金 4,419,404 134,560 4,553,964 

22 市 債 8,969,100 74,900 9,044,000 

 1 市 債 8,969,100 74,900 9,044,000 

104,215,967 315,483 104,531,450 

歳  出 (単位：千円)

款 項

11 災 害 復 旧 費 61,350 315,483 376,833 

 1 農林水産業施設災害 33,369 108,860 142,229 

復 旧 費

 2 公共土木施設災害復 20,200 204,823 225,023 

旧 費

 4 厚生労働施設災害復  1,800 1,800 

旧 費

104,215,967 315,483 104,531,450 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



歳  出 (単位：千円)

款 項

11 災 害 復 旧 費 61,350 315,483 376,833 

 1 農林水産業施設災害 33,369 108,860 142,229 

復 旧 費

 2 公共土木施設災害復 20,200 204,823 225,023 

旧 費

 4 厚生労働施設災害復  1,800 1,800 

旧 費

104,215,967 315,483 104,531,450 

補正前の額 補 正 額 計

歳 出 合 計



追　加

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法

第２表　地 方 債 補 正
（単位：千円、％）

林業施設災害復旧事業 1,600
証書借入
又　  は
証券発行

　　　年4.0以内
（ただし、利率見直し方
式で借り入れる資金につ
いて、利率の見直しを
行った後においては当該
見直し後の利率）

　30か年以内(据置期間を
含む。)償還とし、政府資
金についてはその融資条
件により、銀行その他の
場合は、その債権者と協
定する。ただし、市財政
の都合により繰り上げ償
還することができる。

6,400

公共土木施設災害復旧
事業

66,900

農地農業用施設災害復
旧事業



平成２３年度津市簡易水道事業特別会計補正予算（第１号） 

 平成２３年度津市の簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，８００千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１，１５５，４５４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

                      津市長 前 葉 泰 幸   



歳  入 (単位：千円)

款 項

 4 繰 入 金 431,080 1,800 432,880 

 1 一 般 会 計 繰 入 金 431,080 1,800 432,880 

1,153,654 1,800 1,155,454 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 4 災 害 復 旧 費  1,800 1,800 

 1 簡易水道施設災害復  1,800 1,800 

旧 費

1,153,654 1,800 1,155,454 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



歳  出 (単位：千円)

款 項

 4 災 害 復 旧 費  1,800 1,800 

 1 簡易水道施設災害復  1,800 1,800 

旧 費

1,153,654 1,800 1,155,454 

補正前の額 補 正 額 計

歳 出 合 計



津市告示第２２２号 

津市自転車等の放置の防止に関する条例第１２条第２項、第１３条第２項及

び第１４条の規定に基づき撤去し、保管している自転車等について、同条例第

１６条第２項の規定により次のとおり告示する。 

 平成２３年１０月５日 

            津市長 前 葉 泰 幸   

１ 放置されていた場所、台数及び撤去した年月日 

放置されていた場所 台数 撤去した年月日 

一身田町地内 １ 平成２３年 ９月 ８日 

川関公園 １ 平成２３年 ９月１４日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２３年 ９月１６日 

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２３年 ９月１６日 

下弁財町津興地内 １ 平成２３年 ９月１６日 

八幡町地内 １ 平成２３年 ９月１６日 

高野尾町地内 １ 平成２３年 ９月１６日 

垂水地内 １ 平成２３年 ９月２０日 

久居駅前第 1 公共自転車等駐車場 ６４ 平成２３年 ９月２０日 

久居駅前第２公共自転車等駐車場 ３０ 平成２３年 ９月２０日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ４ 平成２３年 ９月２１日 

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２３年 ９月２１日 

津新町駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２３年 ９月２１日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２３年 ９月２２日 

大門地内 １ 平成２３年 ９月２２日 

阿漕町地内 １ 平成２３年 ９月２２日 

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成２３年 ９月２６日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 ３ 平成２３年 ９月２７日 

津駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２３年 ９月２８日 

久居駅周辺自転車等放置禁止区域 ２ 平成２３年 ９月２８日 

一身田平野地内 ６６ 平成２３年 ９月２８日 

江戸橋駅周辺自転車等放置禁止区域 １ 平成２３年 ９月３０日 



２ 保管期間  

    告示の日から９０日間 

３ 連絡先 

垂水自転車等保管庫  

０５９－２２２－６３０７ 



津市告示第２２３号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第６項の規定により、平

成２３年第３回津市議会定例会において認定を得た一般会計及び特別会計の歳

入歳出決算並びに公営企業会計決算の要領を次のとおり公表する。 

  平成２３年１０月５日 

津市長 前 葉 泰 幸   

平成２２年度津市一般会計歳入歳出決算 

平成２２年度津市モーターボート競走事業特別会計歳入歳出決算 

平成２２年度津市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

平成２２年度津市介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

平成２２年度津市老人保健医療事業特別会計歳入歳出決算 

平成２２年度津市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算 

平成２２年度津市風力発電事業特別会計歳入歳出決算 

平成２２年度津市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算 

平成２２年度津市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算 

平成２２年度津市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

平成２２年度津市下水道事業特別会計歳入歳出決算 

平成２２年度津市住宅新築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算 

平成２２年度津市椋本財産区特別会計歳入歳出決算 

平成２２年度津市水道事業会計決算 

平成２２年度津市工業用水道事業会計決算 

平成２２年度津市駐車場事業会計決算 

平成２２年度津市農業共済事業会計決算 





















































































































































津市告示第２２４号

下記に係る国民健康保険被保険者証は無効であることを告示する。     

  平成２３年１０月６日

津市長 前 葉 泰 幸  

記

国民健康保険被保険者証

記号番号 交付年月日 無効となった日

０９５３２８１ 平成２２年１０月１日 平成２３年９月２７日

０３６７００３ 平成２３年１０月１日 平成２３年１０月１日



津市告示第２２５号 

 下記の者の納期限変更告知書は、住所居所不明のため、送達することができ

ないので、地方税法第２０条の２の規定により公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部収税課で保管し、送

達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２３年１０月１１日 

津市長 前 葉 泰 幸 

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 送達を受けるべき文書 

○○○○○○○○○○○○

○○ ○○○○○○ 

○○ ○○ 納期限変更告知書 

注意：地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算

して７日を経過したときに、書類の送達があったものと見なす。 













































































津市公告第１３８号

 条件付一般競争入札を執行しますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号。以下「令」という。）第１６７条の６第１項及び津市契約規則（平

成１８年津市規則第４０号。以下「規則」という。）第４条の規定により、次

のとおり公告します。

  平成２３年１０月３日

                    津市長 前 葉 泰 幸 

１ 入札に付する事項

 委託業務名

   津市新斎場整備事業ＰＦＩアドバイザリー業務委託

 契約期間

   契約締結日から平成２７年３月３１日（火）まで

２ 入札参加者に必要な資格

  本件の条件付一般競争入札に参加できる者は、次の各号のいずれにも該当

する者とします。

 令第１６７条の４の規定に該当しないこと。

 平成２３年度津市競争入札参加資格者名簿に登載されていること。

 本公告から入札までの期間において、本市から指名停止等を受けていな

いこと。

 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始を申し

立てた者若しくは決定を受けた者又は民事再生法（平成１１年法律第２２

５号）に基づく再生手続開始を申し立てた者若しくは決定を受けた者でな

いこと。

 手形交換所から取引停止処分を受けるなど経営状態が著しく不健全でな

いこと。

 官公庁で発注された火葬炉数１０炉以上の斎場整備におけるＰＦＩアド

バイザリー業務又はＰＦＩ導入可能性調査業務の履行実績を有すること。

３ 入札参加申込書等の配付について

 期間 平成２３年１０月３日（月）から１０月１４日（金）まで

 場所 津市市民部市民課（市本庁舎３階）

４ 仕様書に関する質問等について



 委託業務仕様書の内容について質問がある場合は、指定の「仕様書に関

する質問書」により質問項目を御提出ください。

ア 提出期限 平成２３年１０月７日（金）午後５時１５分まで

イ 提出場所 津市市民部市民課（市本庁舎３階）

ウ 提出方法 持参、ファクス又は電子メール

エ その他  電話・口頭等によるものや提出期限を過ぎて提出された質

問については、受け付けません。

 質問に対する回答

   質問項目に対する回答につきましては、入札参加申込書等を交付した者

全員に、１０月１１日（火）に配布、ファクス又は電子メールにより回答

します。

   なお、回答は質問項目及びそれに対する回答のみとし質問者の氏名等は

公表しません。

   また、回答に対する再質問は受け付けませんので、質問書には質問内容

を明確に記載してください。

５ 入札参加資格の確認等

 本件の条件付一般競争入札に参加しようとする者は、入札参加申込書等

を提出し、入札参加資格の確認を受けなければなりません。

 ア 提出期限 平成２３年１０月１４日（金）午後５時１５分必着

 イ 提出場所 津市市民部市民課（３階）

 ウ 提出方法 持参又は郵送

         郵送の場合は、一般書留又は簡易書留のいずれかの方法に

よるものとします。

 提出書類

  津市条件付一般競争入札参加申込書及び必要な添付書類

  なお、津市条件付一般競争入札参加申込書等には、津市競争入札参加資

格者名簿登載の会社名（支店又は営業所名）、代表者名を必ず記入し、印鑑

は入札参加資格審査申請時に届け出た使用印（社印、代表者印）を押印し

てください。入札参加資格の審査結果については、平成２３年１０月１７

日（月）に文書にて通知します。

６ 入札及び開札の日時等

  平成２３年１０月２０日（木）午後１時３０分から

  なお、入札時（入札開始前）には入札者確認票を提出してください。（入札



用封筒に入れずに入札会場へお持ちください。）代表者本人が参加する場合

でも必要となります。

７ 入札及び開札の場所

  津市役所 第３１会議室（市本庁舎３階）

８ 入札保証金

  免除

９ 入札の無効

  規則第１９条各号のいずれかに該当する入札は、無効とします。

10 契約保証金

  契約金額の１００分の１０以上。ただし、規則第２８条第１項各号のいず

れかに該当する場合は免除とします。

11 その他の注意事項

 指定の入札書により、仕様書に基づき入札金額等を記載の上、封入し入

札を行ってください。入札金額は、契約期間を通じた総合計金額（消費税

及び地方消費税額抜き）を記入してください。

また、指定の入札書を使用するとともに、再度入札（原則として２回）

を行う可能性がありますので、準備してください。

 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の５に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるとき

は、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札

者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額

を入札書に記載してください。

なお、落札は、予定価格内における最低価格入札者とします。

 最低価格入札者が２者以上の場合は、くじ引きにより落札者を決定しま

す。

 この入札に係る費用は、すべて入札者の負担とします。

 天災その他やむを得ない事由により入札を行うことができないときは、

入札を延期又は中止することがあります。

 委託業務仕様書「４ 委託業務の内容」に記載された実施方針につきま

しては、既にベースとなる素案を作成しております。

 その他、入札者は、別添「条件付一般競争入札参加者心得」に留意の上、

  入札に臨んでください。



【問い合わせ先】

津市市民部市民課新斎場建設担当   

電話番号 ０５９－２２９－３２０５ 

ＦＡＸ  ０５９－２２９－３３６６ 

Ｅ－mail  S4234@city.tsu.lg.jp



津市公告第１３９号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  平成２３年１０月３日 

                       津市長 前 葉 泰 幸 

１ 工事完了年月日 

  平成２３年９月２６日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  津市戸木町字北興７８０３番４ほか３筆 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  東京都千代田区飯田橋三丁目１３番１号 

  ダイワロイヤル株式会社 

  代表取締役 原田 健 



津市公告第１４０ 号

 次のとおり一般競争入札を執行するので、津市契約規則（平成１８年津市規

則第４０号）第４条の規定により公告する。

  平成２３年１０月３日

                      津市長 前 葉 泰 幸

１ 入札に関する事項

(1) 件名      市有公用車公売

(2) 車両概要

  ア 車両番号    三重１３０ さ ５３００

    車名      ニッサンディーゼル  

 走行距離    ２７３，４９１ ｋｍ

    色       ベージュ（写真又は現物で確認）

    排気量（Ｌ）  １７．９９Ｌ

    購入年月日   平成１４年９月３０日

    車検有効期限  検なし（平成２３年９月２９日）

  イ 車両番号    三重１３０ さ ５３８９

    車名      ニッサンディーゼル   

走行距離  ２７８，３０５ ｋｍ

    色       ベージュ（写真又は現物で確認）

    排気量（Ｌ）  １７．９９Ｌ

    購入年月日   平成１４年９月３０日

    車検有効期限  検なし（平成２３年９月２９日）

(3) 最低落札価格（左のカタカナは車両概要の記号）

ア ３，７００，０００円 （車両価格、リサイクル料含む）

イ ３，７００，０００円 （車両価格、リサイクル料含む）

２ 入札参加者に必要な資格

市町村税を完納された個人又は法人を対象とした市内外の者

※市町村税完納証明書（発行できない場合は過去 2 年間の納税証明書）が

必要。

３ 売却車両の展示等   

(1) 展示日  平成２３年１０月２４日（月）～平成２３年１０月３０日（日）

  時 間 ９：００～１２：００、１３：００～１６：００

      （雨天決行）



(2) 展示場所 津市西部クリーンセンター地内 駐車場

津市片田田中町１３０４番地 

 TEL ０５９－２３７－５３８９

４ 入札方法

入札書を直接津市西部クリーンセンター センター管理担当へ持参又は、

郵送によるものとする。

(1) 入札書の書き方

購入申し込みは１人で複数台申し込むことができるが、入札書は希望

車両１台ごとに必要。

入札書には入札者の住所、電話番号、氏名、入札金額、車両番号、車

名を記入し、必ず押印すること。なお、入札金額の訂正は無効とする。

入札書の日付は、開札日である平成２３年１１月１０日を記入するこ

と。

(2) 入札用封筒

封筒は、希望車両１台ごとに作成すること。

車両番号、車名、差出人の住所、氏名を記入し、入札書、市町村税完納

証明書（発行できない場合は過去２年間の納税証明書）及び（２台目は

コピー可）を入れ封筒の裏面に３箇所の割印をすること。割印のない封

筒については無効とする。

(3) その他

１物件に２枚以上の入札書を提出すると、その入札書はいずれも無効

とする。

(4) 郵送の場合

宛先

〒 ５１４－００８１

津市片田田中町１３０４番地

津市西部クリーンセンター センター管理担当 行

郵送については「一般書留」「簡易書留」のいずれかの方法で郵送する

ものとし、開札が終わるまで差出控えを保管すること。

普通郵便は無効となる。

(5) 入札書の受付期間

平成２３年１０月３１日（月）から平成２３年１１月７日（月）まで

の土、日、祝日を除く午前８時３０分から午後５時１５分までとする。

    ただし、郵送による場合は１１月７日（月）の必着とする。



５ 開札の日時

平成２３年１１月１０日（木）午前９時 

津市西部クリーンセンター３Ｆ事務室

６ 落札者の決定

(1) 最低落札価格以上で最高の価格をもって有効な入札をされた方を落札者

とする。

(2) 最高の価格が同額の場合、くじ（開札の立会い人）により決定するもの

とする。

(3) 落札者には郵便で通知する。

(4) 落札者から辞退届が提出された場合は、次の高額入札者が落札の権利を

有するものとし、以後同様とする。

(5) 不正行為等が確認された場合は取り消しとする。

７ 落札後の手続き

   落札者は通知により開札日の翌日から２週間以内に入金及び名義変更を

行い、確認後に車両（公有財産）を引き渡しするものとする。

  ※車検切れの為、仮ナンバーの取得が必要。

８ 付帯条件

(1) 名義変更手続き等（書類代、車両登録番号の変更を含む。）は落札者自か

らの負担で行うこととする。

(2) 入札物件は現状渡しとし、引渡し後の不調や故障についての補償は一切

行わない。

９ 問い合わせ先

   津市西部クリーンセンター センター管理担当 

TEL ０５９－２３７－５３８９

10 その他

(1) 公用車公売の案内書は、津市西部クリーンセンター又は、津市役所（3 
階）環境部環境政策課に備える。（平成２３年１０月１７日以降、ただし土、

日、祝日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで）

   また、津市ホームページにて詳細を登載する。（平成２３年１０月１６日

以降）

(2) 売却車両は移動により、走行距離が増える場合がある。



津市公告第１４１号

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定

により、津市農用地利用集積計画を定めましたので、同法第１９条の規定によ

り公告します。

  平成２３年１０月７日

津市長 前 葉 泰 幸  











津市公告第１４３号 

 次のとおり津市屋内総合スポーツ施設設計業務公募型プロポーザルを実施す

るので、公告します。 

  平成２３年１０月１１日 

津市長 前 葉 泰 幸 

１ 業務の概要 

 業務名 

津市屋内総合スポーツ施設設計業務委託 

 業務内容 

屋内総合スポーツ施設整備に係る基本設計及び実施設計 

 予算額 

２０１，６００千円 

（基本設計６０，４８０千円、実施設計１４１，１２０千円） 

※消費税及び地方消費税を含む 

 履行期間 

  契約締結日から平成２５年７月３１日まで 

 担当部署 

  津市スポーツ文化振興部スポーツ振興課 

  〒５１４ - ００２７ 三重県津市大門７番１５号津センターパレス２階 

  電話     ：０５９ - ２２９ - ３３７５  

ファックス  ：０５９ - ２２９ - ３２４７ 

  メールアドレス： 229-3373@city.tsu.lg.jp  

２ 実施要領等の配付 

実施要領等は、津市ホームページ（http://www.info.city.tsu.mie.jp/）か

らダウンロードすることができます。 

また、平成２３年１０月１１日（火）から平成２３年１０月１８日（火）

までの期間に、担当部署でも配付します。配付時間は、午前９時００分から

午後５時００分までとしますが、期間中の土曜日、日曜日及び祝日を除きま

す。 



３ プロポーザル実施スケジュール（予定） 

実施の公告（実施要領の公表） 平成 23 年 10 月 11 日 ( 火 )  

参加申込書類の提出期間 
平成 23 年 10 月 12 日 ( 水 )  

～ 10 月 25 日 ( 火 )  

質問提出期間 
平成 23 年 10 月 12 日 ( 水 )  

～ 11 月 4 日 ( 金 )  

質問回答 
平成 23 年 10 月 12 日 ( 水 ) ～ 14 日 ( 金 ) 受付質問    平成 23 年 10 月 18 日 ( 火 )  
平成 23 年 10 月 17 日 ( 月 ) ～ 19 日 ( 水 ) 受付質問    平成 23 年 10 月 21 日 ( 金 )  
平成 23 年 10 月 20 日 ( 木 ) ～ 28 日 ( 金 ) 受付質問    平成 23 年 11 月 1 日 ( 火 )  
平成 23 年 10 月 31 日 ( 月 ) ～ 11 月 4 日 ( 金 ) 受付質問  平成 23 年 11 月 9 日 ( 水 )  

参加資格要件の確認結果通知 平成 23 年 10 月 28 日 ( 金 )  

技術提案書類の提出期間 
平成 23 年 10 月 31 日 ( 月 )  

～ 11 月 18 日 ( 金 )  

第 1 次審査（書類審査） 平成 23 年 11 月 29 日 ( 火 )  

第 1 次審査の結果通知 平成 23 年 12 月 2 日 ( 金 )  

第 2 次審査（ヒアリング審査） 平成 23 年 12 月 16 日 ( 金 )  

第 2 次審査の結果通知 平成 23 年 12 月 20 日 ( 火 )  

４ 参加資格要件 

  参加者は、単独企業又は共同企業体とし、各々次に掲げる要件を全て満た

していることとします。 

 単独企業として参加する場合 

ア 津市契約規則（平成１８年津市規則第４０号）第７条に規定する平成

２２～２５年度津市競争入札参加資格者名簿（測量・建設コンサルタン

ト等用）において「建築関係建設コンサルタント（建築一般）」に登録

されていること。 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定

に該当しないこと。 

ウ 津市建設工事等指名停止基準（平成２１年４月８日）による指名停止

等を受けていないこと。 

エ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始を申

し立てた者若しくは決定を受けた者又は民事再生法（平成１１年法律第

２２５号）に基づく再生手続開始を申し立てた者若しくは決定を受けた



ものでないこと。 

オ 手形交換所から取引停止処分を受けるなど経営状態が著しく不健全で

ないこと。 

カ 入札参加資格審査の申請において、提出された書類の記載事項に虚偽

がないこと。 

キ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の３第１項の規定に

よる一級建築士事務所登録簿に登録されたものであること。 

  ク 配置予定技術者に対する要件は、以下のとおりとします。 

管理技術者  ：建築士法第２条第２項に規定する１級建築士 

意匠主任技術者：建築士法第２条第２項に規定する１級建築士 

構造主任技術者：建築士法第１０条の２に規定する構造設計１級建築 

        士 

設備主任技術者：建築士法第１０条の２に規定する設備設計１級建築 

        士 

※管理技術者、意匠主任技術者、構造主任技術者、設備主任技術者は

各１名とし、兼ねることはできないものとします。 

ケ 平成８年度以降に竣工した国（公社・公団及び独立行政法人含む）、

都道府県又は市町村が設置した建築物で、１棟当たりの延床面積が１０，

０００㎡以上の屋内スポーツ施設新設の設計業務実績（基本設計及び実

施設計いずれか一方でも可）を有すること。なお、屋内スポーツ施設と

はアリーナ（バスケットボールコート２面以上を確保できる規模）を有

する施設とします。 

また、上記については、元請として単独又は共同企業体の構成員（出

資比率２０％以上に限る）としての実績とします。 

 共同企業体として参加する場合 

  ア 構成員の各者が、上記の 中、アからキを満たしていること。

  イ 共同企業体としての配置予定技術者に対する要件は、以下のとおりと

します。 

管理技術者  ：建築士法第２条第２項に規定する１級建築士 

意匠主任技術者：建築士法第２条第２項に規定する１級建築士 

構造主任技術者：建築士法第１０条の２に規定する構造設計１級建築 

        士 

設備主任技術者：建築士法第１０条の２に規定する設備設計１級建築 



        士 

※管理技術者、意匠主任技術者、構造主任技術者、設備主任技術者は

各１名とし、兼ねることはできないものとします。 

ウ 構成員のうち、１者は平成８年度以降に竣工した国（公社・公団及び

独立行政法人含む）、都道府県又は市町村が設置した建築物で、１棟当

たりの延床面積が１０，０００㎡以上の屋内スポーツ施設新設の設計業

務実績（基本設計及び実施設計いずれか一方でも可）を有すること。な

お、屋内スポーツ施設とはアリーナ（バスケットボールコート２面以上

を確保できる規模）を有する施設とします。 

また、上記については、元請として単独又は共同企業体の構成員（出

資比率２０％以上に限る）としての実績とします。 

 ※共同企業体の基本的要件に関しては、「津市屋内総合スポーツ施設設

計業務共同企業体の取扱いに関する要領」によるものとします。 

５ 審査方法 

  本プロポーザルの審査は、参加資格要件を満たす申込者（以下、参加者と

いう。）から「技術提案書類」の提出を求めたのち、「津市屋内総合スポー

ツ施設設計業務公募型プロポーザル評価項目、判断基準及び配点」に基づい

た２段階審査方式で実施します。 

審査については、津市屋内総合スポーツ施設設計者選定委員会（以下、選

定委員会という）において行います。なお、選定委員会は、学識経験のある

者及び本市の職員のうちから８名以内で構成するものとしますが、委員の氏

名等は、審査が終了するまで公表しません。 

 第１次審査 

   「参加申込書類」及び「技術提案書類」について、書類審査を行い、第

２次審査対象者（５者程度）を選定します。 

 第２次審査 

   第１次審査で選定された参加者（第２次審査対象者）に対し、提出され

た「技術提案書類」に基づいたヒアリング審査を行い、最上位者を契約の

候補者となる最適候補者として特定します。 

   なお、第１次審査における評価点は、加点しないこととします。 

６ 契約手続き等 



審査の結果により最上位者として選定された最適候補者を当該業務に係る

随意契約の見積書徴取の相手方として、契約の交渉を行います。ただし、そ

の者との契約が成立しない場合は、次点者との交渉を行います。 

７ その他 

  本プロポーザルに関する詳細は、「津市屋内総合スポーツ施設設計業務公

募型プロポーザル実施要領」によるものとします。 

【問い合わせ先】 

津市スポーツ文化振興部スポーツ振興課企画管理担当 

          電話      ０５９ - ２２９ - ３３７５  

ファックス   ０５９ - ２２９ - ３２４７ 

          メールアドレス 229-3373@city.tsu.lg.jp  



津市公告第１４４号

 津市農業振興地域整備計画を変更するので、農業振興地域の整備に関する法

律（昭和４４年法律第５８号）第１３条第４項において準用する同法第１１条

第１項の規定により公告し、当該農業振興地域整備計画の変更案及び変更しよ

うとする理由を記載した書面を次のとおり縦覧に供します。

 なお、本市に住所を有する者は、農業振興地域の整備に関する法律第１３条

第４項において準用する同法第１１条第２項の規定により、当該農業振興地域

整備計画の変更案に対し、縦覧期間満了の日までに意見書を提出することがで

きます。（当該農業振興地域整備計画を変更したときは、提出された意見書の要

旨及び当該意見書の処理の結果を併せて公告します。）

また、当該農業振興地域整備計画の変更案のうち農用地利用計画に係る農用

地区域内にある土地の所有者その他その土地に関し権利を有する者は、農業振

興地域の整備に関する法律第１３条第４項において準用する同法第１１条第３

項の規定により、当該農用地利用計画の変更案に対し、縦覧期間満了の日の翌

日から起算して１５日以内に異議申立てをすることができます。

  平成２３年１０月１３日

 津市長  前 葉 泰 幸  

１ 農業振興地域整備計画の変更案の縦覧期間及び時間

  期間 平成２３年１０月１４日から平成２３年１１月１４日まで

時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで（ただし、土・日及び国民

  の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日を除

く。）

２ 農業振興地域整備計画の変更案の縦覧場所、意見書の提出先及び異議の申

出先

津市農林水産部農林水産政策課（津市本庁舎６階）

  〒５１４－８６１１

  津市西丸之内２３番１号

  ＦＡＸ番号 ０５９－２２９－３１６８

  Ｅ－ｍａｉｌ 229-3171@city.tsu.lg.jp 
３ 意見書の提出方法、提出に当たっての留意事項

  意見は書面によるものとし、提出先に直接持参するか郵送又はファクシミ  



リ、電子メールにより受け付けます。

  津市の定める様式に住所、氏名、電話番号（法人にあっては、その名称、

代表者氏名、主たる事務所の所在地、電話番号）を記載してください。

４ 異議の申出方法、申出に当たっての留意事項

  申出は、書面（任意様式）によるものとし、申出先に直接持参するか、郵

送により申出してください。



津市公告第１４５号 

 次のとおり条件付一般競争入札を執行しますので、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６第１項及び津

市契約規則（平成１８年津市規則第４０号。以下「規則」という。）第４条の

規定により公告します。 

  平成２３年１０月１４日 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

１ 入札に付する事項 

 件  名 津市香良洲歴史資料館展示製作及び設置業務委託 

 業務場所 津市香良洲歴史資料館 

        所 在 地 津市香良洲町６３２０番地 

         構  造 鉄筋コンクリート造３階建 

            延床面積 ６１７．６２㎡ 

 業務内容 詳細は仕様書参照 

  契約期間 契約締結日から平成２４年３月３０日まで 

２ 入札参加者に必要な資格 

本件の条件付一般競争入札に参加できる者は、次の各号のいずれにも該当

するものとします。 

 施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

 津市競争入札参加資格者名簿（物品・業務委託）に登載されていること。 

 本公告から入札までの期間において、本市から指名停止等を受けていな

いこと。 

 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく会社更生手続き開始

を申し立てた者若しくは決定を受けた者又は民事再生法（平成１１年法律

第２２５号）に基づく再生手続き開始を申し立てた者若しくは決定を受け

た者でないこと。 

 手形交換所から取引停止処分を受けるなど経営状態が著しく不健全でな

いこと。 

 官公庁で発注された人文系分野の博物館又は資料館に係る常設展示の製

作及び設置業務で、元請けとして業務実績（平成１８年４月１日以降に業

務が完了しているもの）を有すること。なお、対象施設面積は６００㎡以



上のものであること。 

３ 入札参加者心得、契約条項、仕様書その他入札に必要な事項を示す期間及

び場所 

 期 間 平成２３年１０月１４日から同月２８日まで 

 場 所 津市教育委員会事務局生涯学習課（市役所本庁舎６階） 

 時 間 市役所開庁日の午前８時３０分から午後５時１５分まで 

４ 質疑等の受付 

 提出期限 平成２３年１０月２０日 正午まで 

 方  法 質疑等は、公告において示す参加資格要件を有する者に限っ

て、指定の質問書により持参若しくはＦＡＸで受け付けます。

電話、口頭、電子メール等によるものや提出期限を過ぎて提出

されたものは受け付けません。 

       なお、ＦＡＸの場合は、質問書の提出期限必着とし、必ず電

話により着信の確認を行ってください。 

５ 質疑等に対する回答 

質疑等に対する回答は、平成２３年１０月２４日から同月２６日までの期

間に、回答書を津市教育委員会事務局生涯学習課で配付します。 

回答に当たっては、質疑等を行った者の名称等は公表しません。また、意

見の表明と解されるものについては、回答しない場合があります。 

なお、回答に対する再度の質問は認めませんので、質問書には質問内容を

明確に記載し提出してください。 

６ 入札参加資格の確認等 

 本件の条件付一般競争入札に参加しようとする者は、入札参加申込書等

を提出し、入札参加資格の確認を受けなければなりません。 

  ア 提出期間 平成２３年１０月２８日 正午まで 

  イ 提出場所 津市教育委員会事務局生涯学習課（市役所本庁舎６階） 

  ウ 提出方法 持参又は郵送 

ただし、郵送の場合は、一般書留又は簡易書留のいずれか

の方法によるものとし、提出期限必着とします。 

 提出書類 

   津市条件付一般競争入札参加申込書及び必要な添付書類 

 入札参加資格の審査結果については、参加申し込みのあった者全員に文

書により通知します。 



７ 入札及び開札の日時 

  平成２３年１１月４日 午後１時から 

８ 入札及び開札の場所 

  津市役所本庁舎 ６１会議室（６階） 

９ 入札保証金 

  免除 

10 入札の無効 

  規則第１９条各号のいずれかに該当する入札は無効とします。 

11 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上。 

ただし、規則第２８条第１項各号のいずれかに該当する場合は免除としま

す。 

12 その他の注意事項 

 指定の入札書により、仕様書に基づき入札金額等を記載の上、封書し、

入札を行ってください。 

 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の５に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税対象事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を

入札書に記載してください。 

   なお、落札は、予定価格の範囲内で、最低価格入札者を落札とします。 

 再度入札を行う場合がありますので、入札書の予備を用意してください。 

 同額の者が２者以上の場合は、くじ引きにより落札者を決定します。 

 この入札に係る費用は、すべて参加者の負担とします。 

 天災その他やむを得ない事由により入札を行うことができないときは、

入札を延期又は中止することがあります。 

 その他、入札者は、別添「条件付一般競争入札参加者心得」に留意の上、

入札を行ってください。 

     【問い合わせ先】 

      津市教育委員会事務局生涯学習課文化財担当 

      電 話 ０５９－２２９－３２５１ 

     ＦＡＸ ０５９－２２９－３２５７ 



津市公告第１４６号

 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

告します。

  平成２３年１０月１４日

津市長 前 葉 泰 幸  

１ 抑留日  平成２３年１０月１２日

２ 抑留期間 平成２３年１０月１９日まで

番号 捕獲した

場所

種類 毛色 性別 体格 年齢 その他

１ 津市

美里町平木

雑種 こげ茶 メス 中 ９１日

以上

首輪あり

２ 津市

河芸町一色

雑種 茶 オス 中 ９１日

以上

首輪あり

３ 連絡先 津市環境部環境保全課

         電話 ０５９－２２９－３２８２

津保健福祉事務所 保健衛生室衛生指導課

         電話 ０５９－２２３－５１９２



津市水道局公告第１３号 

建設工事等に係る事後審査型条件付一般競争入札を執行しますので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規

則（平成１８年津市規則第４０号）第４条の規定により、次のとおり公告しま

す。 

  平成２３年１０月１１日 

津市水道事業管理者 渡 辺 三 郎  

記 

別紙のとおり 



午後５時まで

ホームページにて回答

円　（税抜き）

工 事 名
平成２３年度　工務第３０号

市内消火栓設置工事

工事場所 津市 久居小野辺町ほか４町 地内 

　　事後審査型条件付一般競争入札
公 告 日 平成２３年１０月１１日 工 事 担 当 課 工務課

地 域 ・
格付要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】久居・一志

工 期 契約締結の日から 平成２４年２月１７日 まで

発注業種 土木一式（配水管工事）

工事概要

配水管布設工　ＤＩＰφ75mm　Ｌ＝2.7ｍ

仕切弁設置工　φ75mm　Ｎ＝1箇所

消火栓設置工　単口地下式　Ｎ＝5箇所　

舗装本復旧工　Ａ＝67m2

【地区】久居・一志・白山 【格付】Ｂ・Ａ１・Ａ２

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

同種工事
実績要件

技術者要件
主任(監理)技術者 同業種の技術者（実務経験）以上の者（津市発注工事における専任配置）

現場代理人 常駐配置（主任技術者との兼務可）

設計図書
の 購 入

購入期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

販 売 店 アサヒ感光社　　津市半田141　　TEL059（226）5214

設計図書
の 閲 覧

閲覧期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

閲覧場所 水道総務課

参加資格
に関する
事 項

建設業許可 特定・一般

所在地要件 市内本店

格付要件 あり

その他要件
津市水道局指定給水装置工事事業者である者

元請として、水道局が指定する講習会等を修了した者を適正配置できる者

入札方法等

入札方法 郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

提出期限 平成２３年１０月３１日 必着

郵 送 先 〒514-8799　郵便事業㈱津支店留　津市水道局　水道総務課 宛

設計図書等に
関する質問

提出期限 平成２３年１０月１９日

回 答 日 平成２３年１０月２６日

提 出 先 水道総務課契約財産担当（津市水道局庁舎１階）　ＦＡＸ０５９－２３７－５８１９

最低制限価格 有

入札保証金 免　除

契約保証金 契約金額の１００分の１０以上

開札日時
及び場所

平成２３年１１月４日 午前９時３０分

津市水道局２階　入札室

予定価格 5,121,000

0

0

前 金 払 有

部 分 払 無

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

・技術者要件欄に記載した津市発注工事とは、水道局又は調達契約課発注工事で担当課執行分を除く。

・水道局が指定する講習会等とは、社団法人日本水道協会の配水管工技能講習会Ⅰ、日本ダクタイル

 鉄管協会の継手接合研修会（ＮＳ形口径450ｍｍ以下）又は鋳鉄管製造メーカーの配管技能講習会

 （ＮＳ形口径450ｍｍ以下）をいう。　

0



午後５時まで

ホームページにて回答

円　（税抜き）

 （ＮＳ形口径450ｍｍ以下）をいう。　

0

0

0

前 金 払 有

部 分 払 無

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

・技術者要件欄に記載した津市発注工事とは、水道局又は調達契約課発注工事で担当課執行分を除く。

・水道局が指定する講習会等とは、社団法人日本水道協会の配水管工技能講習会Ⅰ、日本ダクタイル

 鉄管協会の継手接合研修会（ＮＳ形口径450ｍｍ以下）又は鋳鉄管製造メーカーの配管技能講習会

最低制限価格 有

入札保証金 免　除

契約保証金 契約金額の１００分の１０以上

開札日時
及び場所

平成２３年１１月４日 午前９時４５分

津市水道局２階　入札室

予定価格 14,749,000

入札方法等

入札方法 郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

提出期限 平成２３年１０月３１日 必着

郵 送 先 〒514-8799　郵便事業㈱津支店留　津市水道局　水道総務課 宛

設計図書等に
関する質問

提出期限 平成２３年１０月１９日

回 答 日 平成２３年１０月２６日

提 出 先 水道総務課契約財産担当（津市水道局庁舎１階）　ＦＡＸ０５９－２３７－５８１９

設計図書
の 購 入

購入期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

販 売 店 アサヒ感光社　　津市半田141　　TEL059（226）5214

その他要件
津市水道局指定給水装置工事事業者である者

元請として、水道局が指定する講習会等を修了した者を適正配置できる者

設計図書
の 閲 覧

閲覧期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

閲覧場所 水道総務課

同種工事
実績要件

技術者要件
主任(監理)技術者 同業種の技術者（実務経験）以上の者（津市発注工事における専任配置）

現場代理人 常駐配置（主任技術者との兼務可）

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

【地区】 【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

格付要件 あり

地 域 ・
格付要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】津・香良洲 【地区】津・香良洲 【格付】Ｂ

【ﾌﾞﾛｯｸ】

発注業種 土木一式（配水管工事）

工事概要

配水管布設工　ＤＩＰφ100mm　Ｌ＝250.6ｍ 仕切弁設置工　φ50mm　Ｎ＝2箇所

参加資格
に関する
事 項

建設業許可 特定・一般

所在地要件 市内本店

配水管布設工　ＰＰφ50mm　Ｌ＝10.7ｍ 不断水仕切弁設置工　φ100mm　Ｎ＝1箇所

仕切弁設置工　φ100mm　Ｎ＝2箇所

工 期 契約締結の日から 平成２４年２月２９日 まで

仕切弁設置工　φ75mm　Ｎ＝1箇所

工 事 名
平成２３年度　工務第１６号

高茶屋一丁目地内配水管布設工事

工事場所 津市 高茶屋一丁目 地内 

配水管布設工　ＤＩＰφ75mm　Ｌ＝6.7ｍ 消火栓設置工　単口地下式　Ｎ＝3箇所

　　事後審査型条件付一般競争入札
公 告 日 平成２３年１０月１１日 工 事 担 当 課 工務課



午後５時まで

ホームページにて回答

円　（税抜き）

 （ＮＳ形口径450ｍｍ以下）をいう。　

0

0

0

前 金 払 有

部 分 払 無

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

・技術者要件欄に記載した津市発注工事とは、水道局又は調達契約課発注工事で担当課執行分を除く。

・水道局が指定する講習会等とは、社団法人日本水道協会の配水管工技能講習会Ⅰ、日本ダクタイル

 鉄管協会の継手接合研修会（ＮＳ形口径450ｍｍ以下）又は鋳鉄管製造メーカーの配管技能講習会

最低制限価格 有

入札保証金 免　除

契約保証金 契約金額の１００分の１０以上

開札日時
及び場所

平成２３年１１月４日 午前１０時００分

津市水道局２階　入札室

予定価格 5,988,000

入札方法等

入札方法 郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

提出期限 平成２３年１０月３１日 必着

郵 送 先 〒514-8799　郵便事業㈱津支店留　津市水道局　水道総務課 宛

設計図書等に
関する質問

提出期限 平成２３年１０月１９日

回 答 日 平成２３年１０月２６日

提 出 先 水道総務課契約財産担当（津市水道局庁舎１階）　ＦＡＸ０５９－２３７－５８１９

設計図書
の 購 入

購入期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

販 売 店 アサヒ感光社　　津市半田141　　TEL059（226）5214

その他要件
津市水道局指定給水装置工事事業者である者

元請として、水道局が指定する講習会等を修了した者を適正配置できる者

設計図書
の 閲 覧

閲覧期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

閲覧場所 水道総務課

同種工事
実績要件

技術者要件
主任(監理)技術者 同業種の技術者（実務経験）以上の者（津市発注工事における専任配置）

現場代理人 常駐配置（主任技術者との兼務可）

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

安芸 【地区】安濃 【格付】Ｂ

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

格付要件 あり

地 域 ・
格付要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】安芸 【地区】河芸・芸濃・美里 【格付】Ｂ・Ａ１・Ａ２

【ﾌﾞﾛｯｸ】

発注業種 土木一式（配水管工事）

工事概要

配水管布設工　ＤＩＰφ100mm　Ｌ＝18.6ｍ

参加資格
に関する
事 項

建設業許可 特定・一般

所在地要件 市内本店

仕切弁設置工　φ100mm　Ｎ＝2箇所

仕切弁設置工　φ50mm　Ｎ＝1箇所

工 期 契約締結の日から 平成２４年３月５日 まで

橋梁添架工　ＳＵＳφ100Ａ　Ｌ＝17.9ｍ

工 事 名
平成２３年度　工務第４３号

瓶冠橋架替に伴う河芸町東千里地内配水管布設工事

工事場所 津市 河芸町東千里 地内 

配水管布設工　ＤＩＰφ75mm　Ｌ＝3.1ｍ

　　事後審査型条件付一般競争入札
公 告 日 平成２３年１０月１１日 工 事 担 当 課 工務課



午後５時まで

ホームページにて回答

円　（税抜き）

 （ＮＳ形口径450ｍｍ以下）をいう。　

0

0

0

前 金 払 有

部 分 払 無

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

・配置技術者について、３ヶ月以上の雇用関係が継続していること。

・水道局が指定する講習会等とは、社団法人日本水道協会の配水管工技能講習会Ⅰ、日本ダクタイル

 鉄管協会の継手接合研修会（ＮＳ形口径450ｍｍ以下）又は鋳鉄管製造メーカーの配管技能講習会

最低制限価格 有

入札保証金 免　除

契約保証金 契約金額の１００分の１０以上

開札日時
及び場所

平成２３年１１月４日 午前１０時１５分

津市水道局２階　入札室

予定価格 30,615,000

入札方法等

入札方法 郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

提出期限 平成２３年１０月３１日 必着

郵 送 先 〒514-8799　郵便事業㈱津支店留　津市水道局　水道総務課 宛

設計図書等に
関する質問

提出期限 平成２３年１０月１９日

回 答 日 平成２３年１０月２６日

提 出 先 水道総務課契約財産担当（津市水道局庁舎１階）　ＦＡＸ０５９－２３７－５８１９

設計図書
の 購 入

購入期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

販 売 店 アサヒ感光社　　津市半田141　　TEL059（226）5214

その他要件
津市水道局指定給水装置工事事業者である者

元請として、水道局が指定する講習会等を修了した者を適正配置できる者

設計図書
の 閲 覧

閲覧期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

閲覧場所 水道総務課

同種工事
実績要件

技術者要件
主任(監理)技術者 ２級土木施工管理技士（土木）又は同等以上の者（専任配置）

現場代理人 常駐配置（主任技術者との兼務可）

Ａ１・Ａ２

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

久居・一志 【地区】久居・一志・白山・美杉 【格付】Ａ１・Ａ２

【ﾌﾞﾛｯｸ】津・香良洲 【地区】津・香良洲 【格付】

格付要件 あり

地 域 ・
格付要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】安芸 【地区】河芸・芸濃・美里・安濃 【格付】Ａ１・Ａ２

【ﾌﾞﾛｯｸ】

発注業種 土木一式（配水管工事）

工事概要

配水管布設工　ＤＩＰφ100mm　Ｌ＝776.9ｍ 仕切弁設置工　φ50mm　Ｎ＝5箇所

参加資格
に関する
事 項

建設業許可 特定・一般

所在地要件 市内本店

配水管布設工　ＰＰφ50mm　Ｌ＝17.5ｍ 不断水仕切弁設置工　φ100mm　Ｎ＝3箇所

仕切弁設置工　φ100mm　Ｎ＝13箇所 不断水仕切弁設置工　φ75mm　Ｎ＝1箇所

工 期 契約締結の日から 平成２４年３月５日 まで

仕切弁設置工　φ75mm　Ｎ＝4箇所

工 事 名
平成２３年度　工務第４０号

追上響野線道路整備事業に伴う芸濃町椋本地内配水管布設工事

工事場所 津市 芸濃町椋本 地内 

配水管布設工　ＤＩＰφ75mm　Ｌ＝23.4ｍ 消火栓設置工　単口地下式　Ｎ＝1箇所　

　　事後審査型条件付一般競争入札
公 告 日 平成２３年１０月１１日 工 事 担 当 課 工務課



午後５時まで

ホームページにて回答

円　（税抜き）

　　事後審査型条件付一般競争入札

公 告 日 平成２３年１０月１１日 工 事 担 当 課 浄水課

工 事 名
平成２３年度　浄水第３１号

片田浄水場急速ろ過設備(沈殿池機械設備)修繕

工事場所 津市 片田志袋町 地内 

　中間軸、撹拌軸スリーブ、水中軸受メタル等取替　1式

工 期 契約締結の日から 平成２４年３月５日 まで

発注業種 機械器具設置

工事概要

第１～３列緩速撹拌機分解修繕

参加資格
に関する
事 項

建設業許可 特定・一般

所在地要件 東海三県（愛知県、岐阜県、三重県）内本店又は支店等

格付要件 なし

地 域 ・
格付要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

同種工事
実績要件

　過去１０年間において官公庁等が発注した工事（修繕を含む）で、元請として上水道施
設のろ過設備の製作又は据付の実績を有する者であること

技術者要件

主任(監理)技術者 同業種の技術者（実務経験）以上の者（津市発注工事における専任配置）

現場代理人 常駐配置（主任技術者と兼務可）

その他要件

年平均完成工事高を有すること（審査基準日　平成２１年１０月１日～平成２２年９月３０日）

設計図書
の 閲 覧

閲覧期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

閲覧場所 水道総務課

設計図書
の 購 入

購入期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

販 売 店 アサヒ感光社　　津市半田141　　TEL059（226）5214

設計図書等に
関する質問

提出期限 平成２３年１０月１９日

回 答 日 平成２３年１０月２６日

提 出 先 水道総務課契約財産担当（津市水道局庁舎１階）　ＦＡＸ０５９－２３７－５８１９

入札方法等

入札方法 郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

提出期限 平成２３年１０月３１日 必着

郵 送 先 〒514-8799　郵便事業（株）津支店留　津市水道局　水道総務課 宛

開札日時
及び場所

平成２３年１１月４日 午前１０時３０分　

津市水道局　２階　入札室

予定価格 8,800,000
最低制限価格 無

入札保証金 免　除

契約保証金 契約金額の１００分の１０以上

前 金 払 有

部 分 払 無

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

・技術者要件欄に記載した津市発注工事とは、水道局又は調達契約課発注工事で担当課執行分を除く。

・工場製作のみを行う期間においては、配置技術者の変更を認める。



午後５時まで

ホームページにて回答

円　（税抜き）

　　事後審査型条件付一般競争入札

公 告 日 平成２３年１０月１１日 工 事 担 当 課 浄水課

　三谷簡易水道施設

工 事 名
平成２３年度　簡水第１６号

簡易水道施設配水池水位及び流量監視装置設置工事

工事場所 津市 美杉町太郎生ほか３町 地内 

　上太郎生簡易水道施設

　中太郎生東簡易水道施設

　佐田簡易水道施設

工 期 契約締結の日から 平成２４年２月２８日 まで

発注業種 電気

工事概要

配水池水位及び流量監視装置の設置

参加資格
に関する
事 項

建設業許可 特定・一般

所在地要件 東海三県（愛知県、岐阜県、三重県）内本店又は支店等

格付要件 なし

地 域 ・
格付要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

同種工事
実績要件

　過去１０年間において官公庁等が発注した工事（修繕を含む）で、元請として上水道施
設の水位計装（水位計又は流量計）及び遠方監視装置の製作又は据付の実績を有する
者であること

技術者要件

主任(監理)技術者 同業種の技術者（実務経験）以上の者（津市発注工事における専任配置）

現場代理人 常駐配置（主任技術者と兼務可）

その他要件

年平均完成工事高を有すること（審査基準日　平成２１年１０月１日～平成２２年９月３０日）

設計図書
の 閲 覧

閲覧期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

閲覧場所 水道総務課

設計図書
の 購 入

購入期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

販 売 店 アサヒ感光社　　津市半田141　　TEL059（226）5214

設計図書等に
関する質問

提出期限 平成２３年１０月１９日

回 答 日 平成２３年１０月２６日

提 出 先 水道総務課契約財産担当（津市水道局庁舎１階）　ＦＡＸ０５９－２３７－５８１９

入札方法等

入札方法 郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

提出期限 平成２３年１０月３１日 必着

郵 送 先 〒514-8799　郵便事業（株）津支店留　津市水道局　水道総務課 宛

開札日時
及び場所

平成２３年１１月４日 午前１０時４５分　

津市水道局　２階　入札室

予定価格 14,637,000
最低制限価格 有

入札保証金 免　除

契約保証金 契約金額の１００分の１０以上

前 金 払 有

部 分 払 無

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

・技術者要件欄に記載した津市発注工事とは、水道局又は調達契約課発注工事で担当課執行分を除く。



午後５時まで

ホームページにて回答

円　（税抜き）

　　事後審査型条件付一般競争入札

公 告 日 平成２３年１０月１１日 工 事 担 当 課 浄水課

工 事 名
平成２３年度　浄水第２２号

片田浄水場電気・計装設備等分解修繕

工事場所 津市 片田志袋町及び美里町足坂 地内 

　電気計装及びＩＴＶ監視設備分解、点検及び部品取替

　急速ろ過池設備自動制御装置機能増設

　急速ろ過池設備インバータ盤可変速制御装置機能増設

工 期 契約締結の日から 平成２４年２月２８日 まで

発注業種 電気

工事概要

電気・計装設備等分解修繕

参加資格
に関する
事 項

建設業許可 特定・一般

所在地要件 東海三県（愛知県、岐阜県、三重県）内本店又は支店等

格付要件 なし

地 域 ・
格付要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

同種工事
実績要件

　過去１０年間において官公庁等が発注した工事（修繕を含む）で、元請として電気計装
設備（受変電設備、監視盤、動力制御盤及び計装盤）の製作又は据付の実績を有する
者であること

技術者要件

主任(監理)技術者 同業種の技術者（実務経験）以上の者（津市発注工事における専任配置）

現場代理人 常駐配置（主任技術者と兼務可）

その他要件

年平均完成工事高を有すること（審査基準日　平成２１年１０月１日～平成２２年９月３０日）

設計図書
の 閲 覧

閲覧期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

閲覧場所 水道総務課

設計図書
の 購 入

購入期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

販 売 店 アサヒ感光社　　津市半田141　　TEL059（226）5214

設計図書等に
関する質問

提出期限 平成２３年１０月１９日

回 答 日 平成２３年１０月２６日

提 出 先 水道総務課契約財産担当（津市水道局庁舎１階）　ＦＡＸ０５９－２３７－５８１９

入札方法等

入札方法 郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

提出期限 平成２３年１０月３１日 必着

郵 送 先 〒514-8799　郵便事業（株）津支店留　津市水道局　水道総務課 宛

開札日時
及び場所

平成２３年１１月４日 午前１１時００分　

津市水道局　２階　入札室

予定価格 19,135,000
最低制限価格 無

入札保証金 免　除

契約保証金 契約金額の１００分の１０以上

前 金 払 有

部 分 払 無

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

・技術者要件欄に記載した津市発注工事とは、水道局又は調達契約課発注工事で担当課執行分を除く。



午後５時まで

ホームページにて回答

円　（税抜き）

　　事後審査型条件付一般競争入札

公 告 日 平成２３年１０月１１日 工 事 担 当 課 浄水課

機器の試運転・調整

工 事 名
平成２３年度　浄水第２９号

高松山ポンプ場ほか遠方監視装置等修繕

工事場所 津市 半田ほか３町 地内 

　高松山ポンプ場

　垂水香水ポンプ場

　大里受水場

工 期 契約締結の日から 平成２４年３月５日 まで

発注業種 電気

工事概要

遠方監視装置等の修繕

参加資格
に関する
事 項

建設業許可 特定・一般

所在地要件 東海三県（愛知県、岐阜県、三重県）内本店又は支店等

格付要件 なし

地 域 ・
格付要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

【ﾌﾞﾛｯｸ】 【地区】 【格付】

同種工事
実績要件

　過去１０年間において官公庁等が発注した工事（修繕を含む）で、元請として上水道施
設の遠方監視装置の製作又は据付の実績を有する者であること

技術者要件

主任(監理)技術者 ２級電気工事施工管理技士又は同等以上の者（専任配置）

現場代理人 常駐配置（主任技術者と兼務可）

その他要件

年平均完成工事高を有すること（審査基準日　平成２１年１０月１日～平成２２年９月３０日）

設計図書
の 閲 覧

閲覧期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

閲覧場所 水道総務課

設計図書
の 購 入

購入期間 本公告の日から 平成２３年１０月３１日 まで

販 売 店 アサヒ感光社　　津市半田141　　TEL059（226）5214

設計図書等に
関する質問

提出期限 平成２３年１０月１９日

回 答 日 平成２３年１０月２６日

提 出 先 水道総務課契約財産担当（津市水道局庁舎１階）　ＦＡＸ０５９－２３７－５８１９

入札方法等

入札方法 郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

提出期限 平成２３年１０月３１日 必着

郵 送 先 〒514-8799　郵便事業（株）津支店留　津市水道局　水道総務課 宛

開札日時
及び場所

平成２３年１１月４日 午前１１時１５分　

津市水道局　２階　入札室

予定価格 32,039,000
最低制限価格 無

入札保証金 免　除

契約保証金 契約金額の１００分の１０以上

前 金 払 有

部 分 払 無

その他

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

・配置技術者について、３ヶ月以上の雇用関係が継続していること。

・工場製作のみを行う期間においては、配置技術者の変更を認める。



津市選挙管理委員会告示第１２１号

 漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第９４条において準用する公職選挙法

（昭和２５年法律第１００号）第２３条第１項の規定により平成２３年９月１

日現在にて調製した三重海区漁業調整委員会委員選挙人名簿の縦覧に関し、次

のとおり定めたので漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第９４条において準

用する公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２３条第２項の規定により

告示する。

  平成２３年１０月３日

                      津市選挙管理委員会

                      委員長 坂 口 賢 次

縦覧の場所     津市選挙管理委員会事務局



津市監査委員告示第８号 

平成２３年８月１日付けで提出された「津市職員措置請求書」について、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第４項の規定に基づく監査の

結果を、同年９月３０日付けで下記のとおり請求人に通知したので、同項の規

定に基づき、公表する。 

平成２３年１０月５日

津市監査委員 渡 邊   昇 

                                    津市監査委員  駒 田 修 一 

                                    津市監査委員 山 﨑 正 行 

                                    津市監査委員 田 矢 修 介 

記 

第１ 請求の受理 

１ 受理年月日 

住民監査請求書は、平成２３年８月１日に受理した。 

２ 請求人 

住所 津市

氏名 田 中  守

３ 請求の概要 

津市職員措置請求書、事実を証する書面及び平成２３年８月１０日に聴

取した請求人の陳述の内容から、本件監査請求の概要は、次のとおりであ

ると理解した。

（１）主張の要旨 

当方（請求人）が平成２２年１０月１２日に提出した住民監査請求書

（以下「平成２２年監査請求」という。）について、同年１２月１日付け

津市監第４０５号「住民監査請求の監査の結果について（通知）」によれ

ば、監査委員は、市が一身田地区社会福祉協議会（以下「一身田地区社

協」という。）に交付した平成２１年度津市敬老事業補助金（以下「本件



補助金」という。）のうち、５７万９，３６２円に相当する額（以下「本

件補助金相当額」という。）を正当と認めず、市長に対し、監査結果（勧

告）の通知があったときから１４日以内に、本件補助金相当額について、

その受領の日から納付の日までの日数に応じ、法定利率による利息（以

下「本件法定利息」という。）を付して、これを返還することを請求する

ための所要の措置を講じるよう勧告（以下「本件勧告」という。）した。

ところが、平成２２年１２月１０日付けの高齢福祉課の起案文書によ

れば、本件勧告の内容のうち、本件法定利息に係る部分について、本件

補助金相当額は「敬老事業としては適正と認められなかったものの、地

区社協における高齢者を対象とした健康事業などの経費に充てていたと

認められることから、当該措置を講じないこととした」と副市長が決裁

し、同日付けで監査委員に対し、本件法定利息を免除する旨の決定通知

を行っている。

さらに、平成２２年１２月２４日付けの高齢福祉課の起案文書によれ

ば、本件補助金相当額についてのみ、５年（回）に分割して返還させる

ことを決定し、一身田地区社協の会長に通知した。

以上のとおり、市長名で本件勧告を無視して本件法定利息を免除した

行為及び５年（回）に分割して返還を認めた行為により、その間の本件

法定利息相当額について、市に損害を与えている。

本件法定利息を免除することの違法性については、市には補助金の返

還に伴う利息を減額又は免除する規定がないにもかかわらず、本件法定

利息を免除することは、法律及び市の諸規定に違反するものである。仮

に市長にその裁量を認めることができるとしても、補助目的の範囲で事

業を実施することが基本であって、補助金をその目的外に使用し、その

返還を求めた監査委員の指摘に反して、市に損害を与える行為は許され

るものではない。

また、津市事務専決規程（平成１８年津市訓令第４号）第４条第２２

号は「極めて重要な事項に関すること」は、市長の決裁を受けなければ

ならないとしているが、本件勧告の内容を市長が知らなかったといえる

ものではなく、副市長の決裁で決定していることは、市長の職務怠慢で

ある。

 （２）求める措置の内容

監査委員は、本件補助金相当額の受領の日から返還がなされる日まで



の日数に応じた本件法定利息相当額について、当時の市長であった者、

決裁者の副市長である者、当該起案について承認・合議の求めに応じた

健康福祉部長、政策財務部長その他管理職手当（の支給）を受けている

職員である者に対し、一身田地区社協に代わり連帯してその損害の賠償

を請求するよう、市長に勧告せよ。

第２ 監査の実施 

１ 監査の対象事項

  本件監査請求の監査の対象事項について、本件監査請求は、適法な監査

請求であるのか否か、適法な監査請求であると認めたときは、本件法定利

息を違法に免除した事実があるのか否か、とした。

２ 監査の手続 

本件監査請求の監査の手続について、監査対象部局を健康福祉部高齢福

祉課とし、関係職員への事実関係等の聴取（当時の高齢福祉課長（以下「前

高齢福祉課長」という。）の陳述等を含む。）及び関係文書の提出を求めた。 

第３ 監査の結果 

１ 確認した事実の概要

本件監査請求について、確認した事実の概要は、次のとおりである。

 （１）本件勧告に対する措置について

本件勧告の主な内容は、本件補助金相当額について、市長は、本件勧

告の通知があったときから１４日以内に、交付確定及び交付決定を取消

し、一身田地区社協に対し、期限を定めて、その受領の日から納付の日

までの日数に応じ、法定利率（民法（明治２９年法律第８９号）第４０

４条）による本件法定利息を付して、これを返還することを請求するた

めの所要の措置を講じるよう求めたものである。

本件勧告に対する市長が講じた措置（以下「本件措置」という。）につ

いては、平成２２年１２月１０日付けの副市長の決裁により監査委員に

通知した「住民監査請求に係る勧告に対する措置について（通知）」によ

れば、同日付けで一身田地区社協に対し、本件補助金相当額の交付決定



を取消し、本件補助金相当額の返還を命じたとし、ただし、本件法定利

息を付すことについては、「返還を求めた補助金相当額５７万９，３６２

円は、敬老事業としては適正と認められなかったものの、地区社協にお

ける高齢者を対象とした健康事業などの経費に充てていたと認められる

ことから、当該措置を講じないこととした」としている。 

監査委員は、本件措置の内容について、法第２４２条第９項後段の規

定に基づき、平成２２年１２月１４日付けで、請求人に通知（本件補助

金相当額に本件法定利息を付さないこととした内容を含む。以下「本件

措置通知」という。）し、同月１５日付けでその内容を公表した。 

なお、補助金等交付決定取消通知書・補助金等返還命令書（以下「返

還命令書」という。）の写しを見ると、本件法定利息に関する記載はなく、

前高齢福祉課長の陳述によれば、平成２２年１２月６日に一身田地区社

協の会長らと面談し、本件補助金相当額の返還予定額を伝え、同月１４

日にあらためて同会長と面談し、本件法定利息を付さないことを伝える

とともに、返還命令書を同会長に手渡したということであった。 

（２）本件補助金相当額の分割返還について

返還命令書を受けた一身田地区社協の会長は、平成２２年１２月２４

日付けで、財政上の理由から一括返還が困難であるとして、本件補助金

相当額の返還を平成２２年から平成２６年まで５回に分割して返還する

ことを誓約した返還誓約書を市長あてに提出した。 

返還誓約書の提出を受けた健康福祉部長は、平成２２年１２月２４日

付けで、分割返還を許可することを決裁の上、市長名で当該分割返還の

許可通知書を一身田地区社協の会長あてに通知した。 

２ 結論 

監査の結果、本件監査請求は、適法な監査請求であるとは認められない

ものと判断した。

したがって、本件法定利息を違法に免除した事実があるのか否かは、監

査の対象とすることはできない。

３ 結論に至った理由

（１）住民監査請求と住民訴訟の出訴期間の制限について 

住民監査請求に対し、法第２４２条第４項の規定に基づき監査委員の



監査の結果若しくは勧告の内容が請求人に通知され、又は同条第９項後

段の規定に基づき監査委員の勧告に対する当該普通地方公共団体の長等

が講じた措置について請求人に通知された場合において、請求人たる住

民は、当該監査の結果若しくは勧告又は長等が講じた措置に不服がある

場合は、法第２４２条の２第１項の規定に基づき同条第２項第１号又は

第２号に定める出訴期間内に住民訴訟を提起すべきものである。このよ

うな住民訴訟の出訴期間の制限については、監査請求の対象となる財務

会計上の行為等について、いつまでも争い得る状態にしておくことは、

法的安定性の見地から望ましいものではなく、早期にこれを確定させよ

うという観点から、当該監査請求が対象とした財務会計上の行為等につ

いて住民訴訟を提起するか否かの判断を、その提起が可能となった時点

から一定の期間内に制限するという趣旨である。

したがって、同一の住民が先の監査請求の対象とした財務会計上の行

為等について、同一性が認められる当該行為等を対象とする監査請求を

繰り返して行うことは、住民訴訟の出訴期間の制限の趣旨を没却させる

ものとして、許されないと解するのが相当である。

平成２２年監査請求を行った請求人による本件監査請求については、

平成２２年監査請求に係る本件勧告に対し、副市長の決裁により本件措

置を講じるに当たって、本件法定利息を付さないとしたことが、本件法

定利息の違法な免除に当たると主張するものであり、住民訴訟の出訴期

間の制限の趣旨に照らし、平成２２年監査請求が対象とした本件補助金

に係る財務会計上の行為との関連において、監査請求の同一性が認めら

れるのか否かによって、その適法性の是非が判断されるべきものである。

 （２）本件法定利息の法的性質について 

本件監査請求の適法性の是非を判断する前に、本件法定利息の法的性

質について見ることとする。 

監査委員は、平成２２年監査請求の監査の結果において、敬老のつど

いに係る充当経費の一部（１８万１，９６８円）並びにグラウンド・ゴ

ルフセットの購入に係る充当経費（１６万３，５８５円）、冊子の配布に

係る充当経費の一部（１５万９，０５４円）及び健康料理教室に係る充

当経費の一部（７万４，７５５円）について、それぞれ津市補助金等交

付規則（平成１８年津市規則第４４号。以下「補助金交付規則」という。）

第１５条第１項第１号（偽りその他不正の手段により補助金等の交付を



受けたとき）、第２号（補助金等を他の用途に使用したとき）及び第４号

（補助金等の交付決定の内容等に違反したとき）に相当するものと判断

したのであって、返還命令書に記載された交付決定の取消しに係る根拠

規定も同様である。

そして、補助金交付規則第１５条第１項第１号による交付決定の取消

しについては、負担付き贈与契約の成立上瑕疵ある意思表示をした場合

の解除権の行使に相当するものと解されることから、遡及的に交付決定

の無効が確定することに伴い、その相手方は不当利得返還義務を負うこ

ととなり、民法第７０４条は、その受けた利益に利息を付して返還しな

ければならないと定めている。 

また、補助金交付規則第１５条第１項第２号及び第４号による補助事

業遂行上の義務違反を理由とする交付決定の取消しについては、負担付

き贈与契約の債務不履行による解除権の行使に相当するものであると解

されることから、その相手方は民法第５４５条第１項の規定により原状

回復義務を負い、同条第２項は、金銭を返還するときは、その受領の時

から利息を付さなければならないと定めている。 

上記のとおり本件法定利息は、本件補助金相当額の交付決定の取消し

により発生した本件補助金相当額の返還請求権に付従する民法所定の利

息債権であると解するのであって、本件補助金相当額の返還請求権の存

続期間を通して一定利率の利息を生じさせることを目的とする基本的な

利息債権（これを「基本権たる利息債権」という。）といえるものである。

（３）本件監査請求の適法性の是非について

請求人が先に行った平成２２年監査請求は、本件補助金の交付確定が

違法であるとして、市の被った損害の補填を求める趣旨である一方、本

件監査請求については、本件補助金相当額に係る本件法定利息を違法に

免除したとして、市の被った損害の補填を求める趣旨であり、形式的に

見ると、法第２４２条第１項に定める請求の対象となる財務会計上の行

為としては、平成２２年監査請求は公金の支出である一方、本件監査請

求は財産（債権）の処分であって、それぞれ異なることになる。

しかしながら、本件法定利息の法的性質について見たように、本件法

定利息は、基本権たる利息債権として本件補助金相当額の返還請求権に

付従する（ただし、本件措置通知後になされた本件補助金相当額の分割

返還許可による第１回目の返還期日の到来（平成２２年１２月２４日）



により、本件補助金相当額の返還請求権とは別の支分権たる利息債権が

一部存在することになったと考えられる。）ものであって、本件補助金の

交付による市の損害の補填を求めた平成２２年監査請求の趣旨にかんが

み、本件法定利息を付さないとした本件措置の内容に不服があるのであ

れば、本件措置通知を受領した日（平成２２年１２月１５日（郵便物等

配達証明書における配達日））の翌日から起算して３０日以内に住民訴訟

を提起すべきであったと解するのが相当である。

しかるに、請求人が本件措置を不服とする住民訴訟を提起せずして行

った本件監査請求について、仮にその対象とした財務会計上の行為が、

平成２２年監査請求のそれと形式上異なることを理由に監査請求の同一

性がないものとして、本件監査請求の適法性を容認したとすれば、本件

監査請求の監査の結果によっては、請求人はあらためて本件措置を不服

とする住民訴訟を提起する機会を得ることになる。このことは、事実上、

住民訴訟の出訴期間の制限を受けないという不合理な事態を生じさせる

ことになるのであって、出訴期間の制限の趣旨を没却するものとして看

過することはできないのである。

以上のことから、本件監査請求は、平成２２年監査請求が対象とした

財務会計上の行為との関連において、実質的に見て同一性があるといえ

るものであって、住民訴訟の出訴期間の制限の趣旨に照らし、適法性を

是認することはできないものと判断した。

第４ 意見 

本件補助金相当額に本件法定利息を付さないとした理由について、監査委員

があらためて監査対象部局の関係職員に聴取（平成２３年９月１日）したとこ

ろ、その際に提出を受けた回答書では、まず、本件補助金相当額の返還命令に

ついて、「本来、補助金等交付規則に基づく、経費配分・内容等の変更に伴う計

画変更承認申請書を提出するべきところ提出・市の承認がないままに補助金を

運用していたことが、適正と認められないとして、敬老事業補助金の一部取消・

返還命令書により返還を求めた」ものであるとし、「補助金交付申請の際等に周

知不足もあった」とした上で、本件法定利息を付さなかった理由については、

「手続の不備をもって本件補助金の受領に法律上の原因がないことについて悪

意があったとまでは認められないと判断し、利息は付さないものとして措置を



決定した」と回答している。

そして、今後の対応方針については、「民法７０４条に規定される『悪意の受

益者』とは考えておらず、利息の徴収までは考えておりません」と回答してい

る。

上記の本件法定利息を付さなかった理由については、第３「監査の結果」３

（２）「本件法定利息の法的性質について」で述べた監査委員による法律上の解

釈と相違するものであるところ、監査委員の勧告は、それを受けた当該普通地

方公共団体の長等を法的に拘束するものではなく、監査委員の勧告の内容とは

異なる措置を講じることはあり得ることである。

しかしながら、補助金交付規則第１５条第１項各号の規定に基づき補助金の

交付決定を取り消した場合において、補助金返還請求権に付従する法定利息債

権が発生するのか否かなど、法的な観点から十分に検討した上で、その考え方

を整理する必要があり、その上で、法定利息債権が発生している場合において、

これを徴収することが望ましくないのであれば、普通地方公共団体の権利の放

棄については、法第９６条第１項第１０号（議会の議決）の趣旨を踏まえ、法

令上の免除要件を欠くことのないよう、事務処理の在り方を明確にすることが

肝要であり、今後、法定利息債権の考え方を整理することが市の補助金行政の

課題の一つであるといえる。

このような課題は、本件補助金を所管する高齢福祉課のみならず、全庁的に

整理する必要があるものであるが、監査委員の勧告に対する措置を講じる権限

を有する長等が、適切な措置を講じないことによって当該普通地方公共団体に

損害を与えた場合は、その損害の賠償責任を負うものと解されることを十分に

踏まえなければならないものと考える。

さらに、補助金行政の本来的な観点からいえば、貴重な公金を財源とする補

助金がその交付目的に従って適正かつ効率的に使用されなければならないこと

はいうまでもなく、補助金の返還に至る事態を未然に防止することは極めて重

要であるが、本件補助金相当額の返還に至った経緯を見ると、敬老事業補助金

の交付目的、補助対象事業・経費の内容等について一身田地区社協に対する周

知徹底が十分でなかったことのほか、補助金審査の在り方に問題があったこと

は否めないのである。

そこで、高齢福祉課は、本件監査請求を契機として、上記の課題や問題点を

踏まえ、敬老事業補助金について、補助事業者（地区社会福祉協議会）への周

知徹底及び補助金の審査方法の見直しを図るとともに、補助金の返還に伴う法



定利息債権に係る課題については、補助金交付事務を取り扱う健康福祉部内の

課・室のほか、関係部局とともに検討するなど、課題の整理に向けた積極的な

取組によって、今後における全庁的な補助金行政の一層の適正化に資すること

を期待するものである。

以上




